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　（単位 ： 千円）　

Ｒ4年度 Ｒ3年度 差額（R3-R2)

Ⅰ. 事業活動収支の部

1.事業活動収入

　①基本財産等運用収入 0 0 0 「利益相当分」。予算としてはゼロ計上

　②会費収入 17,335 17,635 -300

　　1)法人賛助会員会費収入 16,500 16,600 -100

現在６４社、理事50万円×２１社、評議40
万円×2社、法人20万円×２０社+１社（新
会員）。※相互20万円×1社、特別19社
除く。

　　2)個人賛助会員会費収入 35 35 0 個人5名

　　3)入会金収入 800 1,000 -200 4社（R3年度は１社入会）

5,500 5,500 0

　　1)DXビジネス推進委員会 0 0 0

　　2)ＩｏＴ推進委員会内設置　ＯＩＣ関連収入 2,000 2,000 0 会費、シンポジウム協賛金

　　3)深セン交流委員会 1,500 1,500 0

　　4)ＩＰv6ディプロイメント委員会 0 0 0

　　5)国際活動 0 0 0

　　6)迷惑メール対策委員会 1,000 1,000 0 令和３年度の契約金額で計上

　　7)インターネット白書 0 0 0

　　8)インターネットホットライン連絡協議会 0 0 0

　　9)ルール＆マナーに関する検定活動等 500 500 0 検定、書籍収入、アドバイザー研修等

　　10)場面集、コンクール、その他 500 500 0 協賛金等

　④受託金収入 37,488 37,488 0

　　1)東京都ネット・スマホのトラブル相談業務 37,488 37,488 0 令和３年度の契約金額で計上

　　2)その他の事業　（IPA安全教室等） 0 0 0 令和3年度途中で、IPA安全教室務受託

　⑤雑収入（受取利息） 2 2 0 令和3年度実績で計上

60,325 60,625 -300

※１　相互会員１社：一般社団法人情報処理学会

備　考

　事業活動収入計

　③自主事業収入

科　　　　目
予算額

　令和4年度 収支予算書
　（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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　（単位 ： 千円）　

Ｒ4年度 Ｒ3年度 差額（R3-R2)

　2.事業活動支出

①事業費支出　（イ＋ロ） 50,486 53,486 -3,000

イ.自主事業費 12,998 15,998 -3,000

　　1)DXビジネス推進委員会 6,750 6,750 0

　　2)ＩｏＴ推進委員会内設置　ＯＩＣ関連支出 2,000 2,000 0

R3年度はOICホームページ作成費,シ
ンポジウム開催費等
Ｒ4年度は事業費のみとし、委託料は
ゼロで計上

　　3)深セン交流委員会 1,500 1,500 0

　　4)ＩＰv6ディプロイメント委員会 0 0 0

　　5)国際活動 0 0 0

　　6)迷惑メール対策委員会 1,000 1,000 0

　　7)インターネット白書 748 748 0

　　8)インターネットホットライン連絡協議会 0 0 0

　　9)ルール＆マナーに関する検定活動等 500 500 0 実費支出

10)場面集、コンクールその他 500 500 0 一部を職員が作成

0 3,000 -3,000 令和4年3月予算変更

ロ.受託事業費 37,488 37,488 0

　1)東京都ネット・スマホのトラブル相談業務 37,488 37,488 0

　2)その他の事業 　（IPA安全教室） 0 0 0

②管理費支出 26,854 26,082 772

　1)人件費 20,706 19,934 772 社会保険料を実態で見直し

　２）事務諸費 6,148 6,148 0

事業活動支出計　①＋② 77,340 79,568 -2,228

事業活動収支差額　１-2 -17,015 -18,943 1,928

　　11)一般財団法人Web Consortium
            Asia Pacific設立」費用

予算額
備　考科　　　　目
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　（単位 ： 千円）　

Ｒ4年度 Ｒ3年度 差額（R3-R2)

予算額
備　考科　　　　目

Ⅱ. 投資活動収支の部

　1.投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0

　2.投資活動支出

退職手当引当預金支出 1,600 1,600 0

投資活動支出計  　③ 1,600 1,600 0

投資活動収支差額 -1,600 -1,600 0

Ⅲ.財務活動収支の部

　1.財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0

　2.財務活動支出

財務活動支出計  ④ 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ. 予備費支出

予備費支出　⑤ 1,600 1,600 0 テレワーク対応OA機器など

当期支出合計　①+②+③+④+⑤ 80,540 82,768 -2,228

当期収支差額 -20,215 -22,143 1,928

　　　前期繰越収支差額（予算額）　R4/3/31 -31,339 -9,196

　　　次期繰越収支差額（予算額）　Ｒ5/3/31 -51,554 -31,339
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